
令和５年度

一般会計第３号補正予算書

京都府与謝郡与謝野町





議案第７０号

令和５年度与謝野町一般会計補正予算(第３号)

令和５年度与謝野町一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによ

る。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額にそれぞれ７４，２５５千円を追加し、歳入歳出

予算の総額をそれぞれ１２，２０９，４５６千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることが

できる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。

令和５年９月１日提出

与謝野町長 山 添 藤 真
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第２表　債　務　負　担　行　為

第３表　地　方　債　補　正　

(変　更)

　（単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　　度　　額

例 規 関 係 業 務 令和５年度から令和６年度まで 880 

　（単位：千円）

限度額

補正前 補正後

道 路 整 備 事 業 債     41,700     45,200 

臨 時 財 政 対 策 債     35,000     35,597 

合　　　計     76,700     80,797 

起債の目的 起債の方法 利　率 償還の方法

証 書 借 入 れ
又 は
証 券 発 行

  年５.０％以内

　（ただし、利
率見直し方式で
借入れる政府資
金及び地方公共
団体金融機構並
びに銀行等縁故
資金について、
利率見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率）

　政府資金については、
その融通条件により、銀
行その他の場合には、そ
の債権者と協定するもの
とする。
　ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還
期間を短縮し、又は繰上
償還若しくは低利に借換
えすることができる｡
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給与費明細書
1　特　別　職

（単位：千円）

（人）

7,300

(3.30月分)

16,523

(3.30月分)

その他の
特 別 職

51,167 0 0 0 51,167 0 51,167

計 19 100,487 22,116 23,823 9,364 155,790 21,450 177,240

7,300

(3.30月分)

16,523

(3.30月分)

その他の
特 別 職

51,167 0 0 0 51,167 0 51,167

計 19 100,487 22,116 23,823 9,364 155,790 21,450 177,240

その他の
特 別 職

0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

2　一　般　職
　(1)　総　括

（単位：千円）

（人）

231

(315)

231

(316)

0

(△1)

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管 理 職
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

単身赴任
手　　当

補正後 24,386 9,992 13,038 338 34,758 160 1,083 16,475 826 648

補正前 24,386 9,992 13,038 338 34,758 160 1,083 16,475 826 648

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

計

補正後 253,024 143,348 13,920 105,898 22,840 640,734

補正前 253,435 143,348 13,920 105,898 22,840 641,145

比　較 △ 411 0 0 0 0 △ 411

※（ ）内は短時間再任用職員及びパートタイム会計年度任用職員の合計数で外書きである。

給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 期末手当

（年間支給率）

その他
の手当

計

補正後

長　等 3 0 22,116 9,364 38,780 6,016 44,796 教育長を含む

議　員 16 49,320 0 0 65,843 15,434 81,277

補正前

長　等 3 0 22,116 9,364 38,780 6,016 44,796 教育長を含む

議　員 16 49,320 0 0 65,843 15,434 81,277

比　較

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0 教育長を含む

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 476,874 832,373 640,734 1,949,981 359,276 2,309,257

補正前 478,576 832,373 641,145 1,952,094 359,950 2,312,044

比　較 △ 1,702 0 △ 411 △ 2,113 △ 674 △ 2,787

職員手当
の 内 訳
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　　　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（人）

231

(1)

231

(1)

0

(0)

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管 理 職
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

単身赴任
手　　当

補正後 24,386 9,992 13,038 338 34,758 160 1,083 16,475 826 648

補正前 24,386 9,992 13,038 338 34,758 160 1,083 16,475 826 648

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

計

補正後 177,475 143,348 13,920 105,898 22,840 565,185

補正前 177,475 143,348 13,920 105,898 22,840 565,185

比　較 0 0 0 0 0 0

※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

　　　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（人）

0

(314)

0

(315)

0

(△1)

区　分 期末手当

補正後 75,549

補正前 75,960

比　較 △ 411

※（ ）内はパートタイム会計年度任用職員数で外書きである。

給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 0 832,373 565,185 1,397,558 268,149 1,665,707

補正前 0 832,373 565,185 1,397,558 268,149 1,665,707

比　較 0 0 0 0 0 0

職員手当
の 内 訳

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 476,874 0 75,549 552,423 91,127 643,550

補正前 478,576 0 75,960 554,536 91,801 646,337

比　較 △ 1,702 0 △ 411 △ 2,113 △ 674 △ 2,787

職員手当
の 内 訳
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　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細
（単位：千円）

増減額

給料 0 0 その他の増減分（異動等による）

職員手当 0 その他の増減分 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

　(3)　給料及び職員手当の状況
　　　　ア　職員１人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

区分 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

その他の増減分

扶養手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

休日勤務手当

宿日直手当

管理職手当

管理職員特別勤務手当

単身赴任手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

退職手当組合負担金

退手組合特別負担金

区　　分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額（円） 303,709 291,300

平均給与月額（円） 327,806 301,113

平 均 年 齢（歳） 43歳8月 55歳1月

平均給料月額（円） 305,711 291,300

平均給与月額（円） 329,496 301,113

平 均 年 齢（歳） 43歳5月 54歳11月

国の制度

行政職（一） 行政職（二）

高　校　卒 154,600 151,900 154,600 151,900

短　大　卒 167,100 - 167,100 -

大　学　卒 185,200 - 185,200 -

補正後

補正前

区　　分 一般行政職 技能労務職
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　　　　ウ　級別職員数

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

1級 11 5.1 1級 1 6.7 

2級 21 9.7 2級

3級 121 56.0 3級 14 93.3 

（1） 100.0 

4級 25 11.6 

5級 23 10.7 

6級 15 6.9 

計 216 100.0 計 15 100.0 

（1） 100.0 

1級 11 5.1 1級 1 6.7 

2級 21 9.7 2級

3級 121 56.0 3級 14 93.3 

（1） 100.0 

4級 25 11.6 

5級 23 10.7 

6級 15 6.9 

計 216 100.0 計 15 100.0 

（1） 100.0 
※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

（級別の標準的な職務内容）
　一般行政職（令和5年4月1日現在）

　技能労務職

一般行政職 技能労務職

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的な業務を行う職務

2級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

3級  係長、主任又は主査の職務

4級
 (1)　課長、局長、次長、所長又は園長を補佐する職務
 (2)　困難な業務を行う係長の職務

5級  所長、園長又は主幹の職務

6級  参事、課長、局長又は次長の職務

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的又は補助的な作業を行う職務

2級  技能又は経験を必要とする作業を行う職務

3級  高度の技能又は経験を必要とする作業を行う職務

区　分

補正後

補正前
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　　　　エ　期末手当・勤勉手当

※（ ）内は再任用職員

　　　　オ　特殊勤務手当

　　　　カ　その他の手当

※(2)及び(3)は、会計年度任用職員を含まない。

支給期別支給率 支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

2.200 2.200 4.40 

（1.15） （1.15） （2.3）

給料総額に対する比率（％） 0.04

支給対象職員の比率　（％） 0.87 し尿処理業務従事手当2名

代表的な特殊勤務手当の名称
・社会福祉業務従事手当・し尿処理業務従事手当
・有害鳥獣処理業務従事手当

区　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同じ

住居手当 同じ

通勤手当 同じ

区　分
職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備　考

令和5年度 有

区　分 支給対象職員／全職員 備考
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 地方債の令和3年度末及び令和4年度末における現在高並びに令和5年度における

 現在高の見込みに関する調書

 （単位 千円）

１．公共事業等債 157,161 141,220 0 16,614 124,606

２．防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 1,162,692 1,083,329 0 92,769 990,560

３．公営住宅建設事業債 240,744 196,468 0 41,538 154,930

４．災害復旧事業債 157,128 135,183 0 23,235 111,948

５．（旧）緊急防災・減災事業債 24,350 0 0 0 0

６．全国防災事業債 191,495 166,722 0 24,803 141,919

７．学校教育施設等整備事業債 183,734 159,415 0 24,320 135,095

８．一般廃棄物処理事業債 194,150 179,213 0 13,787 165,426

９．一般補助施設整備等事業債 269,860 232,846 0 37,014 195,832

10．施設整備事業債 409,631 406,457 0 29,682 376,775

11．一般単独事業債 6,418,571 5,865,518 323,400 829,573 5,359,345

12．辺地対策事業債 205,409 171,035 0 38,206 132,829

13．過疎対策事業債 165,000 310,200 561,200 0 871,400

14．厚生福祉施設整備事業債 0 0 0 0 0

15．地域改善対策特定事業債 0 0 0 0 0

16．財源対策債 53,889 46,922 0 7,043 39,879

17．臨時財政特例債 0 0 0 0 0

18．減税補てん債 16,820 10,581 0 4,686 5,895

19．臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

20．臨時財政対策債 4,350,798 4,024,153 35,597 393,619 3,666,131

21．減収補てん債 18,700 18,700 0 0 18,700

22．調整債 0 0 0 0 0

23．京都府貸付金 507 0 0 0 0

24．その他 2,506 1,368 0 369 999

小　　　　　計 14,223,145 13,149,330 920,197 1,577,258 12,492,269

25．特定資金公共投資事業債 0 0 0 0 0

26．災害援護資金 0 0 0 0 0

合　　　　計 14,223,145 13,149,330 920,197 1,577,258 12,492,269

＊令和5年度中起債見込額には、令和4年度からの明許繰越額139,900千円を含む。

令和5年度中増減見込

区　　　　分
令 和 3 年 度
末 現 在 高

令 和 4 年 度
末 現 在 高

令 和 5 年 度 末
現 在 高 見 込 額令 和 5 年 度 中

起 債 見 込 額
令 和 5 年 度 中
元金償還見込額
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